
宮崎大学工学部・工学研究科 インターンシップ参加実績 

 

≪令和元年度・・・１４１企業・団体、１３８名≫ 

フェニックス C株式会社、協同エンジニアリング株式会社、株式会社新井組、㈱坂下組、龍南建設株式会社、玉

野総合 C 株式会社、川田建設株式会社、㈱オリエンタルＣ、株式会社増田工務店、株式会社国土開発 C、大淀開

発株式会社、復建調査設計株式会社、丸昭建設株式会社、株式会社晃和 C、㈱安部日鋼工業、オリエンタル白石

株式会社、三井共同建設 C 株式会社、吉原建設株式会社(2)、西日本高速道路、九州電力熊本送配電統括センタ

ー、ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社(10)、三島光産株式会社(7)、株式会社ワールドイン

テック、京セラ株式会社(3)、持永機材株式会社、東京エレクトロンデバイス長崎株式会社、富士電機株式会社

(3)、株式会社唐津プレシジョン、株式会社 VSN、株式会社 MJC(6)、住友電装株式会社、日立オートモティブシス

テムズ株式会社、日機装株式会社(4)、大和冷機工業株式会社(2)、ミネベアミツミ株式会社、エコー電子工業株

式会社、大成建設株式会社(3)、富士通株式会社、株式会社サンテク、九州 NS ソリューションズ株式会社、株式

会社関電エネルギーソリューション(2)、ヤンマー建機株式会社、株式会社トヨタ車体研究所(2)、三和酒類株式

会社、西部ガス株式会社(2)、株式会社カーネル・ソフト・エンジニアリング、大分キャノン株式会社、清水建設

株式会社、株式会社共同技術コンサルタント(2)、SCSK ニアショアシステムズ株式会社(2)、宮崎税務署、アンデ

ン株式会社、川崎重工業株式会社(2)、極東興和株式会社、スズキ株式会社(2)、九州旅客鉄道株式会社、サクシ

ード株式会社、西日本鉄道株式会社、株式会社 USN、株式会社富士通九州システムズ(2)、株式会社アルトナー

(2)、三菱電機インフォメーションネットワーク株式会社(2)、日立化成株式会社、キャノンアネルバ株式会社、

株式会社ホンダロック、共英製鉄株式会社、ダイハツ九州株式会社、ヤマハ熊本プロダクツ株式会社(2)、株式会

社イネーブラ、日本テキサス・インスツルメンツ合同会社（5）、三井住友建設株式会社(2)、宮崎キャノン株式会

社(2)、日鉄パイプライン＆エンジニアリング株式会社、JA宮崎経済連、西海建設、日本製鉄株式会社(2)、株式

会社トッパン・テクニカル・デザインセンター、ソニーセミコンダクタソリューションズ株式会社、三菱電機エ

ンジニアリング株式会社(4)、キャノン・コンポーネンツ株式会社、株式会社アシックス、AKM テクノロジ株式会

社(3)、アルチップテクノロジーズ株式会社、株式会社 SUMCO(3)、四国電力株式会社、ジョイソン・セイフティ・

システムズ・ジャパン株式会社、シスメックス RA 株式会社、九州電力株式会社、株式会社ティーネットジャパ

ン、東京エレクトロン九州株式会社(2)、中菱エンジニアリング株式会社、三桜電気工業株式会社、株式会社ニュ

ーフレアテクノロジー、株式会社ミツトヨ、株式会社小糸製作所、ヤマエ食品工業株式会社、南国興産株式会社、

トヨタ自動車九州株式会社、ソニーLSI デザイン株式会社(2)、東洋エンジニアリング株式会社(2)、株式会社ラ

イト製作所、日本ルメンタム株式会社、株式会社戸髙鉱業社(2)、株式会社カネカ、株式会社 SCREEN ホールディ

ングス、オートリブ株式会社、ソニーイメージングプロダクツ＆ソリューションズ株式会社、株式会社 UACJ、株

式会社京三製作所、九州電子株式会社、東京ガスパイプネットワーク株式会社、長野日本無線株式会社、京楽産

業株式会社、株式会社東京精密、株式会社朝日工業社、井関農機株式会社、JFE スチール株式会社、株式会社フ

ジキカイ、株式会社松尾製作所、株式会社ユーシン精機、矢崎総業株式会社、株式会社ナスカ、デンソーテクノ

株式会社、キオクシア株式会社、前田建設工業株式会社(3)、八千代エンジニアリング株式会社、ショーボンド建

設株式会社、宮崎県土木整備部、西都市役所、国土交通省(6)、長崎市役所(2)、大分県臼杵市役所、北九州市役

所、大分県庁(3)、宮崎県庁(4)、日向市役所、佐世保市役所、熊本県庁、宮崎市役所(2)、長崎県庁、鹿児島市役

所 

 

≪平成３０年度・・・１００企業・団体、１０６名≫ 

*三和ニューテック株式会社、*株式会社西島製作所（２）、*スパークジャパン株式会社、*株式会社南郷開発、東

テク株式会社九州支店、エコー電子工業株式会社（３）、株式会社ケイ・ビー・シー映像、イー・アンド・エム株

式会社（８）、三菱自動車工業、アロン電機株式会社、ソニーセミコンダクタマニュフアクチャリング株式会社

（１１）、MJC ソフトウェア研究所、株式会社 MJC（３）、SCSK ニアショアシステムズ株式会社、TDK 株式会社、オ



リジン電気株式会社、株式会社ネクシモ、教育庁先哲資料館、デル株式会社、株式会社ベガコーポレーション、

ANA エアサポート株式会社、ANA 福岡空港株式会社（２）、セイコーエプソン株式会社（２）、株式会社オリエンタ

ルランド、株式会社ソラシド、ラピスセミコンダクタ宮崎株式会社（２）、ヤマハサウンドシステム株式会社、ソ

ニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社大分テクノロジーセンター、若築建設株式会社 、株式会

社 NJS、冨洋設計株式会社、株式会社志多組、吉原建設株式会社、株式会社東京建設 C、株式会社ヤマウ、株式会

社大日本 C、五洋建設株式会社、日本水工設計株式会社、株式会社ピ－エス三菱、株式会社ジオテック、株式会

社千代田 C、株式会社萩原技研、兵庫県西宮土木事務、鉄建建設株式会社、オリエンタル白石株式会社、龍南建

設株式会社、株式会社フェニックス C、株式会社大成ジオテック、株式会社安部日鋼工業、東亜建設工業株式会

社、三井住友建株式会社、丸昭建設株式会社、玉野総合 C 株式会社、佐藤工業、株式会社共同技術 C、株式会社

オリエンタル C、前田建設工業株式会社（２）、東亜建設技術株式会社、青木あすなろ建設株式会社、株式会社国

土開発 C、株式会社晃和 C、ソニーセミコンダクタマニュファクチャリング株式会社、株式会社スカイコム（２）、

AKM テクノロジ株式会社（２）、株式会社ソラシドエア、三菱日立パワーシステムズ株式会社日立工場、ソイルア

ンドロックエンジニアリング株式会社、ユニタイト株式会社、日本ピラー工業株式会社、長崎キャノン株式会社、

株式会社ホンダロック、日揮株式会社、宮崎キャノン株式会社、日立オートモティブシステムズ株式会社（４）、

ダイハツ工業株式会社東京支社、株式会社シーアールイー、東京エレクトロン九州株式会社、セイコーエプソン

株式会社広丘事務所、株式会社日立製作所インダストリアルプロダクツビジネスユニット土浦事業所、山九株式

会社先の浜事務所、日本工営株式会社、九州電子株式会社（本社）、新日本非破壊検査株式会社、九州電子株式会

社（LSI システムセンター）、濱田重工、宮崎県庁（１１）、熊本県庁、宮崎県市役所、大分県庁、国土交通省（２）、

長崎市役所、長崎県庁（２）、佐世保市役所、鹿児島市役所、福岡県筑前町役場 、鹿屋市役所、大分市役所、日

向市役所、天草市役所 

 

≪平成２９年度・・・７３企業・団体、９４名≫ 

*株式会社エスシーシー、*株式会社カネカ、*JNC 株式会社、*丸栄宮崎株式会社、*UUUM 株式会社、*Panasonic

株式会社アプライアンス社、宮崎県工業技術センター（４）、(株)国土開発Ｃ（３）、(株)晃和Ｃ（２）、東亜建設

技術 (株)（２）、国際航業(株)、(株)共同技術 C（２）、 (株)富士ピ－・エス、(株)西田技術開発、前田建設工業 (株)

（２）、龍南建設 (株)（２）、玉野総合 C (株)（３）、吉原建設 (株)（２）、丸昭建設 (株)、安部日鋼工業 (株)（２）、

復建調査設計 (株)（２）、西日本技術開発 (株) 、(株)福山Ｃ、九州建設 C (株)、フェニックスＣ (株)、九州工営

(株)、青きあすなろ、神戸電鉄株式会社、トヨタ車体研究所、株式会社レベルファイブ、ソーラーフロンティア

株式会社、株式会社 RKK コンピューターサービス、デル株式会社、MJC ソフトウェア研究所（２）、株式会社

フェニックスシステム研究所、株式会社アイエンター福岡支店、タボット株式会社、コニカミノルタハッカソン、

TIS 西日本株式会社、株式会社アプロード（４）、エコー電子工業株式会社（３）、株式会社 MJC（２）、株式会

社ケーブルメディアワイワイ、イー・アンド・エム株式会社、日本合成化学工業株式会社、一般社団法人日本設

計機械施工協会、施工技術研究所、霧島ホールディングス株式会社、三菱電機メカトロニクスソフトウェア株式

会社、株式会社日本マイクロニクス、沖縄電力株式会社、株式会社タムロン、富士電機、都城市役所、鹿児島県

庁（２）、宮崎県庁、鹿児島市役所（２）、雲南市役所、日南市役所、延岡市役所、松山市役所、大分市役所（３）、

高千穂町役場、大分県庁（２）、倉敷市役所、中津市役所（２）、五島市役所、日向市役所（２）、宮崎県衛生環境

研究所、諫早市役所（２）、大分県庁、みよし市、串間市役所（２）、宮崎市役所 

 

≪平成２８年度・・・７０企業・団体、１０３名≫ 

*コンサルタント国内事業本部、*日本工営株式会社、*トヨタ自動車株式会社、*スパークジャパン株式会社、株

式会社ワコーケミカル（２）、宮崎県環境科学協会（３）、株式会社キグチテクニクス、大和冷機工業株式会社、

株式会社 SUNAO 製薬、㈱昭建、㈱宮崎産業開発（２）、オリエンタル白石、龍南建設㈱、㈱共同技術 C（２）、



九州工営㈱、玉野総合 C（２）、㈱国土開発 C（２）、㈱西海建設（２）、吉原建設（２）、㈱九州土木設計、九州

建設 C、㈱田浦組、㈱東亜建設技術、西田技術開発 C 、㈱志多組（２）、西田技術開発 C（２）、鹿児島水処理

㈱、㈱NJS、㈱志多組、㈱技工団、極東興和株式会社、株式会社構造計画研究所、株式会社ホンダロック（５）、

東京エレクトロン株式会社山梨事業所、株式会社ケイハン、株式会社アラタナ、四国電力株式会社、Trunk 株式

会社、四国電力（株）総合研修所、株式会社デンサン（１０）、株式会社システム開発（３）、株式会社ペルテ（３）、

スパークジャパン株式会社（２）、イー・アンド・エム株式会社（２）、株式会社ＭＪＣ（３）、大葉大学、JNC 石

油化学株式会社市原研究所（２）、平田機工株式会社、株式会社アドヴイックス、ヤマザキマザック、アイティー

アイ株式会社（３）、東ソー日向株式会社、九州電力株式会社宮崎支社（２）、南島原市役所、人吉市役所、延岡

市役所（２）、高千穂町役場、日向市役所 、鹿児島市役所、みやこ町役場、日南市役所（３）、大分市役所、国交

省宮崎河川、宮崎県庁（３）、中津市役所、別府市役所、神奈川県庁、指宿市役所、天草市役所 

 

≪平成２７年度・・・８３企業・団体、１０４名≫ 

*PVG Solution 株式会社、*住友電気工業株式会社、*日本工営株式会社、*株式会社三祐コンサルタンツ、*株式

会社アムロン、*NTT 武蔵野研究開発センター、株式会社ワコーケミカル（２）、宮崎県環境科学協会（３）、東

京エレクトロン山梨株式会社、メイワ医科工業株式会社、日本原子力開発機構、岩崎産業株式会社エネルギー事

業部、ANA Training ＆ Education Center、四国電力株式会社、東京エレクトロン九州(株)、極東興和株式会社、

日鉄住金テックスエンジ株式会社、新日鐵住金株式会社（２）、株式会社興電舎、江坂設備工業株式会社、株式会

社ニチワ、ソーラーフロンティア株式会社（国富工場）、フェニックス C、名古屋港管理組合、九州建設Ｃ南九州

支店、西田技術開発 C、福山コンサルタント、東亜建設技術(株)（２）、㈱AB コンサルタンツ、共同技術Ｃ、㈱

晃和コンサルタント（２）、龍南建設（２）、吉原建設（３）、㈱三水コンサルタント、東九州コンサルタント、㈱

ＮＪＳ（２）、日本交通技術㈱、共同技術コンサルタント、九州工営、㈱九州建設コンサルタント、協同エンジニ

アリング、㈱坂下組、㈱大成ジオテック、玉野総合コンサルタント、㈱国土開発 C、パナソニック株式会社、株

式会社東芝、霧島酒造株式会社、株式会社日立製作所、JFE エンジニアリング株式会社、日立オートモディブシ

ステムズ株式会社、京セラ株式会社（２）、霧島ホールディングス株式会社、株式会社タカギ、ＴＯＴＯ株式会

社、パナソニック株式会社アプライアンス社、（株）MJC（９）、（株）デンサン、スパークジャパン（株）（２）、

（株）ペルテ、（株）システム開発（３）、（株）エイチ・アイ・デー、宮崎県工業技術センター（３）、宮崎市役

所水道局、鹿屋市役所、国交省宮崎、鹿児島県庁（２）、宮崎県庁（４）、小林市役所、大村市役所、宮崎県衛生

環境研究所（３）、東彼杵町役場、倉敷市役所、熊本県庁、西之表市役所、串間市役所、日向市役所、都城市役所、

宇城市役所 

 

 

 *は長期インターンシップ、企業・団体名の後の（ ）書きは、複数名の参加実績で、参加人数を記載 


